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調査の背景事情等 

〇 開発途上国等の外国人が我が国で技術、技能又は知識（以下「技術等」という。）を 

 学ぶための制度として、外国人研修制度及びこれに引き続き技術等の習熟度を高めるた 

 めの技能実習制度が設けられている。 

〇 外国人研修生（以下「研修生」という。）が我が国に入国・在留するためには、「研 

修」の在留資格を取得することが必要されている。また、研修を終えた研修生が技能実 

習に移行する場合は、在留資格を、「研修」から「特定活動」に変更することが必要と 

されている。 

〇 東京入国管理局管内の「研修」及び「特定活動」の外国人登録者数の推移をみると、 

研修は、平成8年末8,639人から平成12年末12,248人と１．４倍、特定活動は、同じく、 

3,868人か ら10,101人と実に２．６倍に増加しており、制度は着実に定着してきている。 

〇 しかし、その一方で、研修生の研修時間外の稼働や休日出勤、技能実習生への賃金不 

払い等の不適切事例が発生しているなど、外国人研修制度及び技能実習制度の運営の適 

正化が求められている。 

〇 このような状況を踏まえ、外国人研修制度及び技能実習制度の適正な運営を一層推進 

 する観点から調査を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 調査対象機関：［行政機関］東京入国管理局 

        ［事業者］ ２５団体、４０企業 

 調査担当部局：関東管区行政評価局、栃木行政評価事務所、群馬行政評価事務所、
        千葉行政評価事務所 
 



 

 

 

調査結果 

 今回、当局が、２５団体・４０企業を対象に研修及び技能実習の実施状況を調査した結 

果、２１団体・２９企業において、次のとおり改善を要する事項が認められた。 

１ 外国人研修制度の運営の適正化 

⑴ 受入れ企業における研修状況等 

〇 研修生は、基準省令により、実際の業務に従事する実務研修及び日本語学習や安 

全衛生教育等の非実務研修（座学）を実施することとされており、労働とみなされ 

る活動に従事することは禁止されている。 

〇 ４０企業について、研修の実施及び研修生の処遇の状況を調査したところ、１７ 

企業において、次のとおり、不適切事例がみられた。 

・ 研修生に時間外労働を行わせ、残業手当を支払っているもの（１企業） 

・ 研修生に対し所定の研修時間外に研修を行ってはならないとされているが、研 

修日である平日以外の土曜日等に実務研修を行わせているもの（３企業） 

・ 基準省令により、全体の研修時間の３分の１（３３．３％）以上非実務研修を 

 行わなければならないとされているが、非実務研修が約１３％しか行われていな 

いもの（１企業） 

・ 受入れ企業は研修の実施状況を明らかにするため、研修日誌を作成することと 

されているが、これを作成していないもの（４企業） 

・ 研修手当は、指針により、受入れ企業と研修生が合意した支給額を減額するこ 

となく、確実に支払わなければならないとされているが、 

ⅰ 受入れ団体の指導により、研修手当から預金分を差し引いて支給し、預金通 

帳の印鑑を受入れ団体が管理しているもの（２企業） 

ⅱ 研修生が研修手当を受領したことを明らかにする書類を整備していないもの 

（１企業） 

・ 旅券は、指針により、研修生の失踪防止等を口実に旅券を預かるという不適切 

な対応が禁止されているが、 

ⅰ 本人からの保管依頼文書を徴しないまま旅券を預かっているもの（１企業） 

ⅱ 書面を徴して旅券を保管しているが、その書面の中に返還についての記載の 

ないもの（１団体、５企業） 

 

⑵ 受入れ団体による監査 

〇 受入れ団体は、研修告示により、団体の責任者（役員）が受入れ企業に対し３か 

月に少なくとも１回監査を実施し、その結果を研修日誌の写しを添付して地方入国 

管理局に提出することとされている。 

〇 ２５団体について、監査の実施状況を調査したところ、２０団体において、次の 

とおり、不適切事例がみられた。 

・ 監査を実施するための規程等を作成しておらず、監査自体を行っていないもの 

（１団体） 



・ ３か月に１回とされている監査が、概ね４か月に１回となっているもの 

（１団体） 

・ 組合の役員でない者が監査の責任者となっており、さらに、この監査責任者が 

年間４回行うべき監査のうち、３回は受入れ企業の担当者に自己点検させている 

もの（１団体） 

・ 受入れ企業が研修日誌を作成していないのに、監査責任者は研修日誌を見て監 

査したと報告しているもの（２団体） 

・ 東京入国管理局から指導を受けたことがない等の理由から、監査報告に研修日 

誌の写しを添付していないもの（１９団体） 

 

 ⑶ 東京入国管理局における研修状況等の実態把握 

〇 東京入国管理局における研修状況等の実態把握の状況をみると、以下のとおり、 

実態調査及び監査報告の点検が十分には実施されておらず、実態把握が不十分とな 

っている。 

 ・ 指針では、指針の内容が実行されているかを確認するため、受入れ団体・受入 

 れ企業に対し実態調査を行うこととされているが、東京入国管理局では、指針の 

 内容が実行されているかを確認するための実態調査を行っていない。 

 ・ 次のとおり、監査を行っていない受入れ団体に対する監査の励行や監査報告を 

 活用した指導を行っていない。 

 ⅰ 受入れ団体別に監査報告の提出の有無をチェックしておらず、監査の実施の 

 有無を確認していない。このため、監査及び報告の励行を十分指導していない。 

 ⅱ 監査報告の内容を十分には点検していない。このため、監査報告を活用した 

 指導が不十分となっている。 

      ＜改善所見要旨＞ 

   東京入国管理局は、外国人研修制度の適正な運営を図る観点から、次の措置を講ず 

  る必要がある。 

  ① 受入れ団体及び受入れ企業に対する実態調査を的確に行い、指針の遵守を指導す 

   ること。 

  ② 監査を行っていない受入れ団体に対して、その実施を指導すること。 

    また、監査報告を行っていない団体については、報告の励行を指導すること。 

  ③ 監査報告に研修日誌（写し）の添付を励行させるとともに、監査報告の内容を点 

   検し、必要な指導を行うこと。 

 

 

２ 技能実習制度の運営の適正化 

〇 技能実習は、技能実習告示により、研修の期間を合わせて３年以内の期間で、研 

修を受けた企業との雇用契約に基づいて行うもので、指針では、受入れ企業が労働 

関係法規を遵守することが重要であること、旅券を預かる等不適切な方法で技能実 

習生を管理してはならない、等がうたわれており、これらが実行されているかを確 

認するために、研修及び技能実習を継続するために行われる在留期間の更新申請等 



があった場合、必要に応じて、実態調査を行うこととしている。 

〇 ２５団体及び技能実習生を雇用している３１企業について、技能実習制度の運営 

状況を調査したところ、２団体・２３企業において、次のとおり、不適切事例がみ 

られた。 

・ 賃金は、労働基準法により、直接労働者にその全額を支払わなければならない 

とされており、また、時間外労働、休日労働には法定の割増賃金を支払わなけば 

ならないとされているが、 

ⅰ 賃金から受入れ団体への「管理費」及び送出機関への「技能実習生派遣料」 

を不法に控除しているもの（２企業） 

ⅱ 時間外及び休日の労働に法定の割増賃金を支払っていないもの（３企業） 

    ⅲ 最低賃金、雇用契約が変更されているのに、変更前の賃金をそのまま支払っ 

ているもの（３企業） 

・ 旅券は、指針により、技能実習生の失踪防止等を口実に旅券を預かるという不 

適切な対応が禁止されているが、提出された書面に返還についての記載がないも 

の（２団体、５企業） 

・ 健康保険及び厚生年金保険の加入状況をみると、 

ⅰ 健康保険及び厚生年金保険の適用事業所であるにもかかわらず、加入させて 

いないもの（８企業） 

ⅱ 研修から技能実習への移行後の最初の１か月間は試用期間であるとして、こ 

の間厚生年金保険に加入させていないもの（１企業） 

・ 労働安全衛生法により、雇い入れ時及び定期に健康診断を行わなければならな 

いとされているが、これを実施していないもの（１９企業） 

      ＜改善所見要旨＞ 

   東京入国管理局は、技能実習制度の適正な運営を図る観点から、次の措置を講ずる 

  必要がある。 

  ① 受入れ団体及び受入れ企業に対する実態調査を的確に行い、指針の遵守を指導す 

   ること。 

  ② 指針の遵守を指導するに当たっては、必要に応じて労働局との連携を図ること。 

 

 

３ その他（申請取次制度） 

〇 申請取次制度とは、外国人が在留資格の変更許可等をする場合、本人の所属する機 

関の職員で法務大臣の承認を得た者が、本人に代わって地方入国管理局に出頭し、申 

請書類を提出することができる制度である。 

〇 同制度について、総務庁は平成９年３月、「外国人の在留に関する行政監察結果に 

基づく勧告」において、法務省に対し、外国人を受け入れている企業・団体や外国人 

に対する周知の徹底を勧告した。 

〇 法務省は、この勧告に対し、その広報に努めると回答しているが、東京入国管理局 

では、依然として、制度を確実に周知させるための広報資料等を作成していない。 

〇 今回、２５団体について、同制度の周知状況を調査したところ、１７団体が自ら申 



請取次をできることを承知しておらず、制度の周知は図られていない。 

      ＜改善所見要旨＞ 

   東京入国管理局は、申請取次者になるための承認要件及び承認申請の方法等申請取 

  次制度に関する広報資料を作成するなどして、受入れ団体に対して、その周知の徹底 

  を図る必要がある。 

 


